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水素エネルギーの意義 

・自動車、電気機器、素材、化学、石油、ガス、電力等幅広い産業に関係 

・エネルギー・環境制約への対応を通じたイノベーションの創出 

新規産業・雇用の創出 

水素を燃料とすることにより
CO2排出量削減に貢献 

ガス管、石油精製所、コークス炉、ガソ
リンスタンド、ローリー等の運搬車など、
既存のインフラの活用 

クリーンなエネルギー 現実的な選択肢としてのエネルギー 

スマートコミニティにおけるエネルギー源の活用 

エネルギーセキュリティの強化 

（多様なエネルギー供給源） 

･自然には単独では存在しないが、化合物として 

地球上に無尽蔵に存在。 

･石油や天然ガスをはじめ、太陽光、バイオマス等の非化
石エネルギーからの製造も可能 

･石油精製所、コークス・製鉄産業等から副生水素を活用 

･水素を製造、運搬、貯蔵しオンサイトで使用することによ
る分散型電源やエネルギーキャリアとしての利用 
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水素（H2） 

１．水素･燃料電池について 

 



1839年  イギリスのグローブ卿が世界で初めて燃料電池の実験に成功。 

1965年  固体高分子型燃料電池（PEFC）がジェミニ５号に搭載。世界初の実用化。 

1968年  アルカリ形燃料電池がアポロ7号に搭載。 

   GMが自動車産業初の走行可能な燃料電池自動車の試作・テストを実施。 

1981年 通産省の「ムーンライト計画」（93年からは「ニューサンシャイン計画」）の下、燃料電池の開
発を開始。 

1987年 カナダのバラード社が、デュポン社（アメリカ）が開発したナフィオン膜を用いた固体高分子形燃
料電池を開発。 

1994年 ダイムラー社（ドイツ）が、バラード社の燃料電池を搭載した燃料電池自動車 
「NECAR1」を発表。 

 90年代 国内自動車メーカー（トヨタ自動車、日産自動車、本田技研工業）が、燃料電池自動車の開発に着
手（2000年前後にはそれぞれ1号車を発表）。 

 国内電機メーカー（三洋電機、松下電器産業、東芝など）が、家庭用燃料電池の開発に着手。 

2002年 トヨタ自動車及び本田技研工業が、政府（内閣府及び内閣官房）へ燃料電池自動車を納入。 

 水素燃料電池実証プロジェクト（JHFC）における燃料電池自動車と水素ステーションの実証を開
始。 

2005年  定置用燃料電池大規模実証事業を開始（4ヵ年で3,30７台）。 

2008年 民間の燃料電池推進団体である燃料電池実用化推進協議会（FCCJ）が、燃料電池自動車の2015
年からの一般ユーザーへの普及シナリオを作成。 

2009年 大規模実証事業を経て、家庭用燃料電池（エネファーム）の一般市場への世界初の販売を開始。 

2013年 水素ステーションの先行整備を開始。 

 

 

水素･燃料電池の技術開発の歴史 
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１．水素･燃料電池について 

 



燃料電池産業の各国における市場規模（用途別） 

・家庭用は、先行して市場が立ち上がっている日本に加え、現在、実証事業が行われているドイツ・デン
マーク等の欧州を中心に市場拡大が進むと想定される。韓国においても、2010年より家庭用燃料電池の
購入費用の80％の助成が行われている。 

・業務・産業用は、電気料金とガス料金の差が大きい地域が多いなどの市場環境や、米国エネルギー省に
よる研究開発支援などによって、北米を中心とした市場成長が見込まれている。 

・燃料電池自動車は、日本、北米、ドイツなどでの車両本体の開発と水素ステーションを使用した実証等
が行われている。2015年を目処に、日本、北米、欧州などで燃料電池自動車の市場が立ち上がり、その
後、急激な市場成長が見込まれている。 

  

出所： 2013年版燃料電池関連技術・市場の将来展望（富士経済） 

用途別の市場規模推移予測 
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機密性○ 
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安全・環境

出 願 人 国 籍

日本国籍 米国籍 欧州国籍 中国籍 韓国籍 その他

技術区分別出願人国籍別出願件数（日米欧中韓への出願）  

出典：平成23年度特許出願技術動向調査報告書（特許庁） 

●出願件数は日本が米欧中韓を大きく引き離しており、米欧韓は同規模。 

●技術分野毎の出願比率は日米欧韓でほぼ同様で、課題認識は同じ。 

燃料電池分野の特許出願状況 
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・ＦＣＶや水素ステーション
に使う新材料の開発等 

・開発用の試験施設の整
備 

 
 

・ＦＣＶ、水素ステーションに
関する規制見直し 

（高圧ガス保安法、消防法
等） 

・今後の普及が期待される 

・５万台以上が普及（H25.08） 

定置用燃料電池 

業務用 

２０１５年 市場投入予定 

火力発電高効率化 

・コンビニ、事業所等での
実証 

・コスト要因になっている燃料電池部分の白金使用量
の減少等 

技術開発（燃料電池） 

・火力発電に燃料電池を用いる 
「トリプルコンバインドサイクル発電」 

エネルギーキャリア 

・再エネ等由来のエネルギーを 
  水素にして貯蔵・運搬 

家庭等への給電（ＦＣＶ ２Ｈ） 

・ＦＣＶで発電した電気は家庭への給電
（非常用電源として有用） 

実証試験 

・量産効果による低価格
化 

・２０１６年市場自立化を
目指す 

導入補助金   技術開発（タンク等） 

規制の見直し 

水素ステーション 
実証試験 

新たな利用可能性の拡大 

燃料電池車（ＦＣＶ） 

低
コ
ス
ト
化
等 

技術開発 

・２０１５年の燃料電池自
動車の市場投入に備え 

 １００箇所のステーション
の整備 

整備補助金 

低
コ
ス
ト
化
等 

先
行
整
備 

低
コ
ス
ト
化
等 

設
置
場
所
拡
大 

２０１６年 市場自立化を目指す 

水素エネルギー活用に向けた取組 

家庭用 

２０１５年までに１００箇所整備予定 



用
途 

新たな用途 家庭用燃料電池（エネファーム） 燃料電池自動車 

燃料電池技術 水素利用技術 
（燃料電池自動車、水素ステーション） 固体酸化物形 固体高分子形 

①
普
及
支
援 

民生用燃料電池導入支援補助金  
【26fy:224.0億円】＜優先課題推進枠＞ 

・家庭用燃料電池システムの導入を促進するため、導入費用の一部を
補助。２０１６年に自立的な市場の確立を目指す。 

水素供給設備整備事業費補助金 
【26fy:82.5億円】 

・燃料電池自動車の導入開始及び早期の自立的な市場
確立を目指し、水素供給インフラに係る整備費用の一
部を補助。 

②
実
証
研
究 

（
課
題
抽
出
） 

 
 
 

固体酸化物形燃料電池等実
用化推進技術開発事業 

【26fy:15.0億円】 

・固体酸化物形燃料電池や次世代
燃料電池に係る技術開発等を実
施。 

 
 
 

固体高分子形燃料電池実
用化推進技術開発事業 

【26fy:34.4億円】 

・触媒、電解質膜等の新規材料
開発 

・産学官連携による反応・劣化メ
カニズムの解明，高度計測解
析  

③
技
術
開
発 

 

水素利用技術研究開
発事業 

【26fy:38.5億円】 

・水素ステーション及び燃
料電池自動車の価格低
減等に資する研究開発、
規制見直し、国際標準化
への取組等を実施。 

【新規】次世代水素供
給設備安全基盤整備
促進事業 

【26fy:2.7億円】 

・実証ステーションで得た
知見のデータベース化、
今後のトラブル情報の一
元化 
・研修会の開催 

・安全・安心を高めた次世
代水素ステーション検討 

●
基
盤
整
備 

平成２６年度燃料電池･水素関連予算要求の全体図 



燃料電池関連予算の推移 
H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 

60.7 67.7 86.7 90.0 0 224.0 

250.5 

10.0 12.0 10.0 9.0 8.5 

54.5 57.5 51.3 74.2 67.0 

51.0 38.4 35.0 31.9 34.4 

7.7 8.0 7.2 6.6 

16.1 12.0 8.0 6.2 6.2 

9.0 

12.4 15.0 

35.8 35.6 25.5 14.0 9.0 

18.8 13.6 13.5 14.9 15.0 

17.0 16.7 23.5 11.3 10.0 6.9 8.0 

7.6 11.2 12.7 9.0 5.9 

20.0 38.5 

13.1 18.0 13.0 9.9 8.7 

29.4 9.2 30.1 7.5 

2.5 17.5 14.2 11.4 8.0 

29.4 

45.9 82.5 

2.7 

民生用燃料電池導入支援補助金（エネファーム補助金） 

燃料電池先端科学研究事業 

固体高分子形燃料電池（PEFC）実用化戦略的技術開発 

固体高分子形燃料電池実用化推進技術開発 

固体酸化物形燃料電池（SOFC）実証研究 

固体酸化物形燃料電池（SOFC）システム要素技術開発 

水素社会構築共通基盤整備事業 

水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発 

水素先端科学基礎研究事業 

水素貯蔵材料先端基盤研究事業 

燃料電池システム等実証研究（JHFC） 

地域水素供給インフラ技術・社会実証 

燃料電池導入促進戦略広報等事業 

水素利用社会システム構築実証事業（21年度補正） 

統合して継続 

終了 

新規事業として継続 

統合して継続 

固体酸化物形燃料電池ｼｽﾃﾑを用いた産業用発電ﾌ゚ﾗﾝﾄ研究開発事業 

調査研究として統合 

固体酸化物形燃料電池等実用化推進技術開発事業 

統合して（5年間） 

水素利用技術研究開発事業 

統合して（5年間） 

水素供給設備整備事業費補助金 

次世代水素供給設備技術開発事業（仮称） 

民生用燃料電池導入緊急対策事業（予備費） 

燃料電池自動車のための水素供給インフラ用大型水素容器の試験施設整備事業（24年度補正） 
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家庭用燃料電池のコストダウンと普及見通し 

●２００９年、世界に先駆けて我が国において家庭用燃料電池（エネファーム）の市場化に
成功。２０１３年８月現在５．２万台の普及。２０３０年の目標累積台数は５３0万台。 

●エネファームのシステム価格を２０１６年に７0～８0万円まで引き下げる前提で、２０１
５年までの期限で導入支援を実施。 

●現在は固体高分子形燃料電池（ＰＥＦＣ）が市場に多く流通しているが、２０１１年より、
発電効率が高い固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）が商業化。 

２．（１）家庭用燃料電池 
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大規模実証 
 

市場規模（台数） 

販売価格（1台） 

導入拡大期 本格普及期 

大規模実証 政策的サポート 
による市場の創設 

自立的市場の構築 

50～60万円 

300～350万円 

800万円 

７0～80万円 

家庭用燃料電池の普及シナリオ 

2005 2009 

500台 

約5千台 

2015 

導入補助 
の開始 

2020～2030 

※１台当たり0.7～1.0kW 
（経済産業省予測） 

導入補助 
の終了 



エネファームパートナーズの設立 
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●エネファームの市場の拡大に向けて、エネファーム付きの戸建住宅の販売拡大や集合住宅
へのエネファームの導入が急務。 

●エネルギー業界、エネファーム製造業界に加え、住宅・不動産業界が連携してエネファー
ムの普及促進に取り組むため、２０１３年５月３０日に設立。 

●２０１３年８月現在、５団体、８２社が参加。 



 
 
○家庭用燃料電池システム（エネファーム）は２００９年

に世界に先駆けて販売開始しており、その普及促進は、

我が国の産業競争力の強化に向けて重要です。 

 

○本事業では、導入費用の一部を補助することにより、本

システムに対する需要を拡大させ、日本再興戦略の戦略

市場創造プラングリーン成長戦略に位置づけられたとお

り、２０１６年度以降の本システムに係る市場の自立化

を促します。 

事業の内容 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

国 

補助 

民間団体等 

補助（定額※） 

事業者等 

事業イメージ 

※ 「定額の上限額」または「従来型給湯器との価格差の１／２＋設置 
  工事費の１／２」の低い方を適用。 

＜燃料電池のエネルギー効率＞ 

○家庭用燃料電池システムは、都市ガスやＬＰガスから
水素を製造し、大気中の酸素との化学反応により、電
気と熱のエネルギーを家庭で有効利用することが可能
なシステム。 

出典：ＮＥＤＯ ホームページ 

出典：東芝（株）ホームページ 
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２．（１）家庭用燃料電池 民生用燃料電池導入支援補助金 
（平成２６年度要求）  ２２４．０億円 
（平成２４年度予備費）２５０．５億円 



今後の課題（１） 

１．更なるコストダウンに向けた標準化 
  燃料電池実用化推進協議会（ＦＣＣＪ）の定置用ワーキンググループ 
  において、燃料電池ユニットと貯湯槽との接続などについて検討中 
  
２．自立運転を可能に 
  
 
 
 
 
 
 
 
３．メーカー間競争の促進 
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出典：本田技研工業 

２．（１）家庭用燃料電池 

標準化イメージ 

貯湯 
ユニット 
（Ｃ社） 

燃料電池 
ユニット 
（Ｂ社） 

大阪ガスの販売する燃料電池 

東京ガスの販売する燃料電池 

貯湯 

ユニット
（Ｄ社） 

燃料電池 
ユニット 
（Ａ社） 
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今後の課題（２） 

○ パナソニック 
・ 独フィスマン社と欧州向けの燃料電池を共同開発し、２０１４年 
 に市場投入予定 

・ ２０１３年３月、フランクフルトで開催のＩＳＨ展示会（国際冷暖房・ 
 衛生設備・空調専門見本市）に開発中の製品を参考出展 

 
○ 東芝 
・ ２０１２年から欧州の暖房機器メーカー等で東芝機の評価を開始 

・ ２０１０年１２月から韓国で東芝機の評価を開始。 現在韓国暖房 

 機器メーカーと共同開発を実施中、２０１４年の販売を目指す 
 
○ ＪＸ日鉱日石エネルギー 
・ ２０１１年８月から韓国ガス公社（ＫＯＧＡＳ）にてＰＥＦＣの実証試 
 験を実施 
・ 独ノルトラインヴェストファーレン州燃料電池開発センターと ＳＯ 
 ＦＣに関するＭＯＵを締結し、２０１２年８月から実証試験を開始 
 

○ アイシン 
・ 独ボッシュ社へ発電モジュールを提供し、２０１３年３月、フランク 

 フルトで開催のＩＳＨ展示会で発表 
・ ２０１４年から欧州のエネ・フィールド・プロジェクトに参加予定 

ＩＳＨ展示会（フィスマン社ブース） 

ＩＳＨ展示会（ボッシュ社給湯器ブース） 

２．（１）家庭用燃料電池 

４．海外への展開 
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京セラ 

筒状平板形 
出典：ＮＥＤＯ中間報告資料 

ＴＯＴＯ 

円筒縦縞形 
出典：TOTO 

三菱重工業 

円筒横縞形 
出典：ＮＥＤＯ中間報告資料 

●現在主流の燃料電池は固体高分子形燃料電池（ＰＥＦＣ）であるが、次世代型の固体酸化物形燃料電
池（ＳＯＦＣ）についても、京セラ製のセルスタックがエネファームに利用されている。 

●ＳＯＦＣは反応温度が高いため、発電効率が高く、家庭用に止まらず業務用・発電用への活用が期待
されている。 

●我が国の持つセラミック技術を活かすことのできる分野でもあり、多くの企業が参入に向け、技術開
発を行っている。 

日本特殊陶業 

平板形 
出典：日本特殊陶業 

日本ガイシ 

電極埋設型 
出典：日本ガイシ 

村田製作所 

平板形 
出典：村田製作所 

固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）セルスタックの技術開発 
２（２）．業務用燃料電池 

 

２０１５年のエネファーム市場投入に向
け、ホンダと共同でシステム開発中 

17 

２０１４年のエネファーム
市場投入に向け、ノーリツ
と共同でシステム開発中 ２０１１年エネファーム（ＪＸ機）を販売開始 

２０１２年エネファーム（アイシン機）を販売開始 

２０１５年の業務用発電システム（２５０ｋW)
の市場投入に向け、実証実験中 



●ＳＯＦＣエネファームで確立した技術を業務用にも活用すべく、独立行政法人 
 新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）において２０１３年度から 
 技術実証を実施。 
●２０１３年度は三浦工業製ＳＯＦＣ（５ｋＷ級）を数台設置し、実証試験を実 
 施。 

一般的な業務用電力料金（50kW未満） 11-17円/kWh 

ガスエンジンの発電コスト（発電効率：30％） 約21円/kWh 

ＳＯＦＣの発電コスト（発電効率：50％） 約13円/kWh 

【コスト競争力の比較例（ＮＥＤＯ試算）】 

家庭用エネファーム 

   （７００W） 
業務用ＳＯＦＣシステム 

  （３～数１０ｋW級） 

業務用ＳＯＦＣの実証事業 

コンビニ等 

店舗 

事務所 

ビル 

２（２）．業務用燃料電池 

 

18 ※イニシャルコスト、基本料金を除く。 
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●燃料電池自動車（FCV）の導入に当たっては、インフラとして水素ステー 
 ションの整備が進むことが必要（｢ニワトリとタマゴ｣）。 
●２０１１年１月、 
 ①燃料電池自動車を2015年から市場に導入すること 
 ②それに先立ち４大都市圏（首都圏、中京、関西、北部九州）を中心に 
  １００箇所程度の水素ステーションを整備すること 
 について、自動車会社3社とエネルギー事業者10社が共同声明を発表。 

＜１３社＞ 
自動車会社 ：トヨタ、日産、ホンダ 
石油会社  ：JX日鉱日石エネルギー、出光、昭和シェル、コスモ石油 
都市ガス会社：東京ガス、大阪ガス、東邦ガス、西部ガス 
産業ガス会社：岩谷産業、大陽日酸 

４大都市圏への集中配置 

高速道路へも配置 

合計１００箇所程度 

自動車会社、エネルギー事業者による共同声明 ３．燃料電池自動車 
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●燃料電池自動車（FCV）の２０１５年以降の市場導入に向け、日米欧韓で 
 開発競争が激化。 

燃料電池自動車をめぐる国際的な競争の激化 ３．燃料電池自動車 

トヨタ・ BMW 日産・ダイムラー・フォード ホンダ・ＧＭ ヒュンダイ 

＜2013年1月24日発表＞ 
FCVの共同開発について
合意。 
 
2015年頃からセダンタイ
プのFCVの販売を開始。 

日米欧のインフラが整備
される地域に導入。 

＜2013年1月28日発表＞ 
FCV技術を共同開発する
ことに合意。 
 
早ければ2017年に量産型
FCVを発売予定。 

＜2013年7月2日発表＞ 
FCV技術を共同開発する
ことに合意。 

 
2015年にFCVを日米欧

で発売予定。 
 

＜2013年2月26日発表＞ 

通常生産ラインでＦＣＶの
量産に乗り出した。 
 
2015年までに、1000台の
FCVを量産する計画。 

※リリース情報より転用 ※出典：トヨタ自動車（株） 



22 

●燃料電池自動車の導入には、水素ステーションの整備が必要。 
●欧米韓で燃料電池自動車の普及に向けて、水素ステーション整備計画が進捗。 

水素ステーションの先行整備 ３．燃料電池自動車 

2015年までの各国の水素スタンド整備計画 

欧州 米国 韓国 

＜ドイツ＞ 
現在稼働中：15ヵ所 
建設検討中：1ヵ所 
2015年までに50ヵ所まで整備する計画 
 
＜欧州＞ 

北欧（デンマーク・ノルウェー・スウェー
デン）、イギリス、フランスにて整備計
画進行中 

＜カリフォルニア州＞ 
現在稼働中：4ヵ所 
2015年までに68ヵ所整備する計画 
（うち37ヵ所は整備決定） 
 
＜連邦政府＞  

カリフォルニア州以外への整備に向け
Ｈ２ＵＳＡ発足 

 
現在稼働中：13ヵ所 
2015年までに43ヵ所整備する計画 
2020年までに168ヵ所整備する計画 

 我が国においては、燃料電池自動車の2015年からの普及開始に向けて、 
 ２０１３年度から３ヵ年で100箇所程度の水素ステーションを建設。 

●岩谷産業 
 ２０１５年までに２０カ所程度の整備を予定（２０１２アニュアルレポート） 

●ＪＸ日鉱日石エネルギー 
 ２０１５年にかけて４０カ所程度の建設を検討（２０１３年１月 木村会長） 



次世代自動車の将来展開～車種毎の棲み分け～ 

●地球環境問題・資源制約への対応（ＣＯ２削減、燃料の多様化等）を踏まえ、次 
 世代自動車の普及が急務。 
●水素を燃料として走行時にはＣＯ２を排出しない燃料電池自動車（ＦＣＶ）は次 
 世代自動車の一つとして位置づけられ、早期の市場への導入が期待。 

走行距離 

車
両
サ
イ
ズ 

大きい 

長い 

EV領域 

近距離・域内 
コミューター 

HV・PHV領域 
FCV領域 

クリーンディーゼル車領域 

電気 
ガソリン、軽油、ＣＮＧ、ＬＰＧ、 
バイオ燃料、合成燃料等 

水素 燃料 

（市場導入段階） 

（本格普及段階・市場導入段階） 

（実証段階） 

＜車種毎の棲み分け概念図＞ 
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短い 



 
 
 
 
 
 

 
 

○燃料電池自動車は、水素を燃料とする自動車で、国
内外の自動車メーカーによって、開発競争が進めら
れており、日本でも２０１５年から市場投入が予定
されています。 

 

○燃料電池自動車の普及に当たっては、水素ステー
ションの整備が不可欠であり、ドイツ、アメリカ等
においても、政府が水素ステーションの整備補助を
行うことがすでに表明されております。 

 

○本事業では、燃料電池自動車の市場投入に先立ち、
燃料電池自動車の普及の促進及び早期の自立的な市
場の確立を目指すため、水素供給設備における整備
費用の一部を補助します。 

 

○補助に当たり、パッケージ化や蓄圧器等の標準化を
要件とし、部品コストの低減等により、毎年１５～ 

 ２０％のコストダウンを見込んでいます。 
 
 

事業の内容 事業イメージ 

事業の概要・目的 

国 

補助 

民間団体 民間企業等 

補助(1/2) 

水素改質器、圧縮機、
蓄圧器等 

水素ディスペンサー 
一般給油 

ガソリンスタンドとの併設 
レイアウトイメージ図 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 
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３．燃料電池自動車 水素供給設備整備事業費補助金 
（平成２６年度要求） ８２．５億円 
（平成２５年度）    ４５．９億円 

水素ディスペンサー 

圧縮機 

ＬＮＧ基地 

製油所etc 

都市ガス 
（パイプライン） 

ＬＰＧ，石油 
ナフサｅｔｃ 

水素改質機 蓄圧機 

燃料電池自動車（ＦＣＶ） 

（水素集中製造設備） 

水素供給設備 



プレクーラ 

ディスペンサー 70MPa 
圧縮機 

80MPa級 
蓄圧器 
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●供給設備のコストは２０１３年度５.５億円から、２０１５年度３.６億円を目標。 
●規制緩和、量産効果、技術開発の組合せとパッケージ化（コンテナ内に収納）、機器の標 
 準化によって、毎年１５～２０％程度のコストが下がるものと想定。 

水素製造・精製装置 ＬＮＧ基地 

水素ガス 

２０１３年度 ５．５億円 ２０１５年度 ３．６億円 

３．燃料電池自動車 水素供給設備の低コスト化 

都市ガス 
（パイプライン） 



 
 
 

○燃料電池自動車及び水素供給インフラの自立拡大の早期
実現と、燃料電池自動車関連産業の競争力向上に向けて、
水素ステーションの整備コスト、水素輸送コスト及び燃
料電池自動車価格の低減に資する研究開発等を行います。 

 

○水素ステーションに関しては、炭素繊維を活用した複合
蓄圧器の開発などに取組むとともに、使用可能鋼材の拡
大を実現させるための評価手法・検査手法等を開発しま
す。 

 

○水素輸送に関しては、現行規制では認められていない高
温域で水素トレーラーに短時間で安全に水素を充塡する
ための充塡手法の開発等を行います。 

 

○燃料電池自動車に関しては、高圧容器のコスト低減に向
けて水素貯蔵材料の開発を進めるとともに、通信充塡の
実現に向けた技術開発等を進めます。 

 

事業の内容 事業イメージ 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

国 

交付金 
 

ＮＥＤＯ 
民間企業 
・大学等 

委託･補助(1/2･2/3) 
 

燃料電池自動車 

低コスト水素容器の開発に
向けた水素貯蔵材料の開発 

ＦＣＶへの過充填を防止
する技術を開発 

水素輸送 

圧縮水素輸送用自動車容器
の充填時の上限温度の緩和
（40℃⇒85℃）に関する研
究開発 

出典：エル・エナジー株式会社HP 

出典：トヨタ自動車株式会社 
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３．燃料電池自動車 水素利用技術研究開発事業 
（平成２６年度要求） ３８．５億円 
（平成２５年度）    ２０．０億円 

炭素繊維を活用した複
合蓄圧器の開発 
炭素繊維メーカーと蓄
圧器メーカーとが連携
して研究開発を実施 

クロムモリブデン（CrMo）鋼
などの低コスト鋼材を使用可
能とするための評価手法・検
査手法等の開発 

水素ステーション 



●水素ステーションの整備コスト低減には、炭素繊維を用いた大型の高圧複合容器の開発・導入が有効。 
●水素エネルギー製品研究試験センター（HyTReC）に大型水素容器の試験設備を整備し、導入を促進。 
●高圧複合容器には、国内企業が競争力を有する炭素繊維を大量に使用することから、炭素繊維を中核と 
 した国内産業の育成にも寄与。 
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３．燃料電池自動車 

施設の概要 

燃料電池自動車のための水素供給インフラ用大型水素容器の 
試験施設整備事業        （平成２４年度補正） ２９．４億円 

新規建設予定 

今後主流となることが見込まれる炭素繊維を 
用いた水素ステーション用大型高圧複合容器 
について、高圧ガスサイクル試験をはじめと 
した試験を実施するため、世界最高級の試験 
設備を建設。 

○高圧ガスサイクル試験 

○高圧液圧試験 
実際に使用される圧力の2.25倍を超える水圧で破裂させ
る試験。５００ℓ（５ｍ）級蓄圧器に対応。 

１０００回の圧力サイクルをかけた上で、容器を切断し、 
損傷の有無を確認する試験。従来のガス吐出能力の１３０ 
倍以上（２０００ｍ３／時間）の能力。 

＜破裂前＞ 

＜破裂後＞ 

試験の例 

現行建屋 



 
 
○２０１５年の燃料電池自動車（ＦＣＶ）の市場投入、そ
の後の本格普及に向け、水素ステーションの安全・安心
をより一層高めることが必要です。 

 
○このため、実証ステーションや今後建設される商用ス

テーションで、設計・建設、運転管理等に関して生じた
問題やその対応等について、得られた知見をデータベー
ス化するとともに、新規参入事業者等に対する研修・教
育等を行う体制を整備します。 

 
○また、将来のＦＣＶの普及期に向け、欧米等の海外の動

向も参考に、地方自治体や地域住民の方々がより一層安
心して受け入れられる安全・安心な次世代水素ステー
ションを構築するべく、必要な技術開発要素の抽出及び
検討を行います。 

 
 

事業の内容 事業イメージ 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

国 

交付金 
 

ＮＥＤＯ 
民間企業 
・大学等 

委託･補助(1/2) 
 

水素ステーション 

燃料電池自動車の本格普及に向け 
地域の方々に安心して受け入れられる必要 

安全・安心な水素ステーション 

知見のデータベース化 

新規事業者への 
研修・教育等 

安全・安心に資する技術開発 

３．燃料電池自動車 次世代水素供給設備安全基盤整備促進事業 
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（平成２６年度要求） ２．７億円 



 

私は、新たなイノベーションに果敢に挑戦する企業を応援します。その突破口は、規制改革です。 
 

例えば、燃料電池自動車。二酸化炭素を排出しない、環境にやさしい革新的な自動車です。しかし、
水素タンクには経産省の規制、国交省の規制。燃料を充てんするための水素スタンドには、経産省の
規制の他、消防関係の総務省の規制や、街づくり関係の国交省の規制という、がんじがらめの規制の
山です。 
 

一つずつモグラたたきをやっていても、実用化にはたどりつきません。これを、今回、一挙に見直し
ます（中略）。 
 

燃料電池自動車も、（中略）、果たして、何年議論されてきたでしょうか。もう議論は十分です。 
とにかく実行に移します。 
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安倍総理「成長戦略第２弾スピーチ」 ３．燃料電池自動車 

●２０１３年５月17日、安倍総理が成長戦略第2弾を発表 
●燃料電池自動車用水素タンク・水素ステーションに係る規制の一挙見直しを表明 

スピーチ抜粋 



水素ディスペンサー 

H2 

マルチステーション 

水素トレーラー 

 

○ 容器の圧力上限緩和（３５→４５MPa） 
○ 安全弁の種類追加（ガラス球式） 
○ 容器等に対する刻印方式の特例 

 

○ 公道充填のための基準整備 

給油空地 

 

○ 保安検査の基準整備（開放検査が必須） 
○ 設計計数の緩和（配管：4倍） 
○ 配管等への使用可能鋼材の拡大 
○ 蓄圧器への複合容器使用の基準整備 

材料の規制 
 

○ 70MPaスタンドを設置する基準整備 
○ 水素保有量の上限の撤廃 

立地の規制 
○ セルフ充填の検討 
○ 充填圧力の緩和（フル充塡） 

運営の規制 

輸送の規制 

その他の規制 

蓄圧器 

貯蔵 

圧縮器 

水素製造装置 

 

○ 公道との離隔距離（6m） 
○ ガソリンスタンド設備との離隔距離（6m 

 

○ 公道との離隔距離（6m） 
○ ガソリンスタンド設備との離隔距離（6m） 
○ 水素スタンド設備と天然ガススタンド設備
との離隔距離（ 

 

○ CNGスタンド併設時の設備間距離短縮 
○ ガソリンディスペンサーとの併設 
○ 公道との離隔距離短縮（8m→6m） 
○ ディスペンサー周辺の防爆基準の策定 

距離の規制 

（参考）規制見直し１６項目 

●燃料電池自動車用水素ステーションの整備コストの低下のため、高圧ガス保安法の規制について、 
 欧米でも安全性が認められている水準まで、圧力容器の設計基準、使用可能鋼材の制約などの規制 
 を見直す必要がある。 
●規制の緩和に向けて、２０１０年12月、経済産業省は、国土交通省、消防庁とともに規制の再点検  
 が必要な16項目の工程表を公表。 
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（参考）規制見直し追加８項目 

●追加の8項目については、規制改革実施計画（平成２５年6月１４日閣議決定）に基づき、検
討。 
基準の整備 

水素運送トレーラー容器の上限温度
の見直し（４０℃⇒８５℃） 

その他 

液化水素ステーションの例 

（有明ステーション） 

10m必要

冷凍設備蓄圧器
（非複合）

高圧ガス設備

デパート、
スーパー
など○

×
8m以下

高圧ガス設備

10m必要

冷凍設備蓄圧器
（非複合）

高圧ガス設備

デパート、
スーパー
など○

×
8m以下

高圧ガス設備

クロムモリブデン鋼使用蓄圧器 

（海外使用例） 

液化水素スタンドの 
規制・基準の整備 

市街地に設置可能な小規模水素ステーションの基準整備 

使用可能鋼材に係る 
性能基準の整備 

①プレクーラーと学校・病院等との距離短縮（１０ｍ⇒８ｍ） 
②複合容器蓄圧器の基準整備 

水電解機能を有する昇圧装置の定義 

市街地における 
水素保有量の増加 

市街化調整区域への水素スタンド設置許可基準の設定 

複合容器蓄圧器 

高圧水電解機能を有する 

水素ステーション 

（埼玉県庁） 



●2007年6月 
 国連欧州経済委員会（ＵＮ／ＥＣＥ）自動車基準調和世界フォーラム（ＷＰ２９） 
 において、日本、ドイツ、米国を共同議長として「水素燃料電池自動車の世界統一 
 基準案（ＨＦＣＶ－ｇｔｒ）」の議論を開始することが承認された。 
●2013年6月 
 ６月２８日、自動車基準調和世界フォーラム第１６０回会合において、日本提案を 
 ベースにした燃料自動車の安全性に係る国際基準が採択。 

水素漏れ検知 ４％で遮断 

感電防止基準 直接接触保護、間接接触保護 

衝突時安全性 燃料漏れ、感電防止 

水素タンク 初期破壊圧力、圧力サイクル 

配管の気密性能 
水素ガス漏れ基準 

感電防止基準 

水素タンクの基準 

衝突時の安全性 

道路運送車両法関係 

高圧ガス保安法関係 

ＨＦＣＶ－ｇｔｒ（世界統一技術基準） ３．燃料電池自動車 
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●優れた技術を持つ中小企業等の水素・燃料電池分野への参入を促すべく、全国でセミナーを開催し、
エネファームや水素ステーションの技術ニーズを公開して技術と意欲のある企業を発掘。 

●セミナーの開催スケジュール 
 ２０１３年４月１６日  FCVフォーラム（東京都立産業技術センター） 
 ２０１３年１０月１７日 燃料電池セミナーｉｎ福岡（西日本総合展示場）  
 ２０１３年１０月２５日 燃料電池セミナーｉｎびわ湖（長浜バイオ大学） 
 ２０１３年１１月２８日 燃料電池セミナーｉｎ東京（東京ビッグサイト） 

改質水ポンプ 

バルブ・弁 

水素・燃料電池ビジネスへの参入 

空気ブロワ 燃料昇圧ブロワ 
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【エネファーム】 

●対象となる部品 

水素製造装置 水素圧縮機 
プレクール設備 

【水素ステーション】 

大型水素容器 

３．燃料電池自動車 
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目次 

  １．水素･燃料電池について 

 ２．定置用燃料電池 

  （１）家庭用燃料電池 

  （２）業務用燃料電池 

 ３．燃料電池自動車 

 ４．燃料電池の技術開発 

 ５．スマートコミュニティと水素 

 ６．まとめ  



水素エネルギー製品研究 

試験センター(HyTReC) 
水素関連製品（素材、部品等）の研究試験

を行い、産業界の製品開発を支援 

産総研・水素材料先端科学研究センター
（HYDROGENIUS） 

高圧での水素物性の研究などの基礎的研究や高圧水素
環境下での材料物性研究を実施 

次世代燃料電池 

産学連携研究センター（NEXT-FC） 
固体酸化物型燃料電池の開発・早期実用化を 

可能とする産学連携研究拠点 

山梨大学 

燃料電池ナノ材料研究センター（HiPer-FC） 
高性能・高耐久・低コストの固体高分子型燃料電池を目指
し、電極触媒、電解質、MEA等の新規材料の研究開発を推

進  

４．燃料電池の技術開発 我が国の水素・燃料電池 評価施設 
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技術研究組合（FC-Cubic） 
国内有数の大学の叡智と産業界の先端技術を融合し、

産業界が必要とする固体高分子型燃料電池技術を創出  

SPring-8 燃料電池用ＸＡＦＳ計測装置 
実触媒の反応条件下でのIn-situ構造解析を実現し、 

燃料電池触媒開発の設計指針を提供 
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４．燃料電池の技術開発 固体高分子形燃料電池 
実用化推進技術開発事業 

 
 
 

①基盤技術開発 
 自動車用・定置用として利用される固体高分子形燃料電
池（ＰＥＦＣ）の普及拡大に向けて、低コスト化を図るた
め、電極触媒に使用されている白金量を低減させるための
技術を開発します。また、高温・低加湿条件下で作動可能
な電解質膜と電極の接合体(ＭＥＡ)などを開発します。 
 
②実用化技術開発 
 新たな商品・用途の実用化などを実現し、燃料電池の更
なる普及促進・市場拡大を図ります。 
 
③次世代技術開発 
 現状技術の延長にない新規電解質膜等の先導的研究開発
を行います。 

 
 
 

 
 

事業の内容 事業イメージ 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

国 

交付金 

ＮＥＤＯ 
研究機関、 
民間企業等 

委託・補助（2/3,1/2） 

家庭用燃料電池 
システム 燃料電池自動車 

触媒
（白金:数nm）

H+

O2

H2

H2O

e-e-

担体
（カーボン：
数10nm）

電
解
質
膜

触
媒
層

触
媒
層

ガ
ス
拡
散
層

ガ
ス
拡
散
層

カーボン繊維
（撥水処理）

数10μm 10～20μm 100～300μm

燃料極 空気極

MEA （Membrane Electrode Assembly）

AuAu
AuAu

AuAu

CarbonCarbon

AuAuAuAuAuAu
AuAuAuAuAuAu

AuAuAuAuAuAu

CarbonCarbon

電極触媒の低コスト化 

触媒活性の向上(実績) 

Ｐｔ 
(白金) 

技術開発例 

用途例 

 金などの金属をコアとし
て、白金を最適に分散させる
技術開発。市販品の白金使用
量を６分の１程度に削減が可
能。 

膜・電極接合体(MEA) 

 電解質膜、触媒層、ガス拡散
層から構成され、電解質膜を通
過した水素イオン、酸素、電子
の反応により、発電すると共に
水が発生。 

ポータブル用 
燃料電池 

0

200

400

600

800

1000

1200

標準触媒
(市販品）

H24年度
開発触媒

白
金

1
g
あ
た
り
の
触
媒
活
性

(/
 A

 /g
P
t)

1400

H22年度
開発触媒

約6倍

（平成２６年度要求） ３４．４億円 
（平成２５年度）    ３１．９億円 

http://photos.nissan-global.com/JP/120912-01/2108/index.html
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４．燃料電池の技術開発 

 
 
①固体酸化物形燃料電池の耐久性迅速評価方法に関する基

礎研究 
 固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）の普及拡大に向け
て、加速劣化試験など、耐久性・信頼性の向上に資する長
期耐久性予測手法を確立します。 
②固体酸化物形燃料電池を用いた業務用システムの実用化
技術実証 
 業務用ＳＯＦＣの市場投入に向けて、耐久性・信頼性の
向上及び技術課題を抽出するための技術実証を行います。 
③固体酸化物形燃料電池を用いた事業用発電ｼｽﾃﾑ（ﾄﾘﾌﾟﾙｺﾝ
ﾊﾞｲﾝﾄﾞｻｲｸﾙ発電ｼｽﾃﾑ）要素技術開発 
 火力発電システムの大幅な効率向上を目指し、既存のガ
スタービン複合発電システムに大型ＳＯＦＣを組み合わせ
たトリプルコンバインドサイクル発電システムの実用化の
ための要素技術を開発します。 
④次世代燃料電池技術開発 
 従来型燃料電池と異なる次世代燃料電池の開発及びＳＯＦＣ
の新たな用途の実用化、商品性の向上、低コスト化等に関する
技術開発を行います。  
  
  

国 
研究機関、 
民間企業等 

ＮＥＤＯ 

事業の内容 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

事業イメージ 

小型GTCC-SOFC トリプル 
コンバインド発電システム  
（２０１９年～） 

交付金 委託・補助（1/2） 

空気極 

燃料極 燃
料 

Ｈ２ 

ＣＯ 

空
気 

Ｏ２ 

Ｈ２Ｏ 

ＣＯ２ 

電解質 

SOFCセル断面図 

数～数100kW 

ＳＯＦＣ複合発電システム
（２０２２年～） 

1200 
MW級 

40～90 
MW級 

実用化技術実証 
トリプルコンバインドサイクル 

発電システム要素技術開発 

開発・改良 耐久性試験 

評価・分析 

開発・改良サイクル 

加速劣化試験方法等の開発 

小規模な事務所、コンビニ等
で利用可能な業務用ＳＯＦＣ
の市場投入に向けた実証 

基礎研究 

出典：三浦工業（株） 

固体酸化物形燃料電池等 
実用化推進技術開発事業 

（平成２６年度要求） １５．０億円 
（平成２５年度）    １２．４億円 
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スマートコミュニティの国内実証 

北九州市 

豊田市 

横浜市 

けいはんな学研都市 

横浜市 広域大都市型。広域な既成市街地に
エネルギー管理システムを導入。サ
ンプル数が多く（4000世帯）多様
な仮説を実証可能。 

豊田市 戸別住宅型。67戸において家電の自
動制御。車載型蓄電池を家庭のエネ
ルギー供給に役立てる。運転者に対
して渋滞緩和の働きかけ。 

けいはんな 住宅団地型。新興住宅団地にエネル
ギー管理システムを導入。約７00世
帯を対象に、電力需給予測に基づき
翌日の電力料金を変動させる料金体
系を実施。 

北九州市 特定供給エリア型：新日鐵により電
力供給が行われている区域において、
50事業所、2３0世帯を対象に、当
日のエネルギー需給状況に応じて 
２時間後の電力料金を変動させる料
金体系を実施。 

●２０１１年度より、多くの住民、自治体、企業の参画のもと、様々なパターンの代表  
 例を構成する全国４つの地域で、大規模なスマートコミュニティ実証事業を展開中。 

スマートコミュニティ実証ポー
タルサイト 

（Japan Smart City Portal） 
http://jscp.nepc.or.jp/ 
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５．スマートコミュニティと水素 
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 特定供給エリア全体のエネルギーを統合管理するCEMS（地域エネルギーマネジメントシステム）
を整備。 

 CEMSに集約される電力需給に関する情報をもとに、需給状況に応じて価格を変更し、各需要家
に電力料金を通知するダイナミックプライシングを昨年４月より開始。 

 昨年度よりピーク時間帯の料金を上げる（最大で１０倍）ことで、ピークカット効果を検証。 

（需要予測） 

ダイナミックプライシング 

（円）

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 （時）

夏変動型CPP料金

40

20

0

160

140

120

100

80

60

ベーシック

レベル１

レベル２

レベル３

レベル４

レベル５

北九州市実証（ダイナミックプライシング） 
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水素タウンプロジェクト 

●２０１１年より北九州市におけるスマートコミュニティ実証事業の一環として、新日本製 
 鐵(株)から水素ステーション、近隣の住宅、商業施設、公共施設までパイプラインを敷設 
 し、利用。 
●水素を安全に利用するための技術、計量システム等について実証。 

1kW級     12台 
3kW級       1台 
100kW級   1台 
パイプライン総延長1.2km 

５．スマートコミュニティと水素 

 



５．スマートコミュニティと水素 

 
水素・燃料電池を活用したエネルギー需給調整 

水素 余剰電力 
電力 

熱 

（給湯利用） 

高齢者向け集合住宅 水電解 

水素製造装置 

固体高分子形 

燃料電池(4.3kW) 
水素貯蔵タンク 

水素 
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CEMSとの連携 

地域節電所 

（CEMS） 

マンション（ＨEMS） 

太陽光発電 

オフィスビル（ＢEMS） 

大型蓄電池 

●２０１２年度より北九州市におけるスマートコミュニティ実証事業の一環として、 
 岩谷産業を中心に水素による電力貯蔵を行うシステムを実証中。 

コンビニ等（ＢEMS） 
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５．スマートコミュニティと水素 

 
ＦＣＶ２Ｈ実証実験 

実証実験システム構成 

●２０１３度より北九州市におけるスマートコミュニティ実証事業の一環として、燃料電 
 池自動車（ホンダ FCXクラリティ）から住宅への給電（FCV2H）により、非常時の外 
 部給電機能、電力需給逼迫時のピークカット効果を検証。 

北九州エコハウス 

＊ ＦＣＶからの供給電力を表現 
   ピークカット効果を検証 

＊ ６０ｋWｈの電力供給 
  （一般家庭で約６日）が可能 

家庭への給電（V2H） 地域節電所（CEMS）との連携 



事業の内容 

○大量の再生可能エネルギーを安定的に受け入れるとと 
 もに、節電やピークカットを行うためには、ＩＴと蓄 
 電池の技術を活用し、従来コントロールを行うことが 
 困難であった需要サイドを含め、地域におけるエネル 
 ギー管理を可能とする分散型システムである「スマー 
 トコミュニティ」の構築が必要です。 
 
○このようなスマートコミュニティの構築を目指し、 
 国内４地域（横浜市、豊田市、けいはんな学研都市 
 （京都府）、北九州市）において、平成２３年度から 
 平成２６年度までの期間、住民の参画を得て、関連技 
 術の実証、ビジネスモデルの確立を図ります。 
 
○本実証事業により、例えば電力価格の変動が需要家の 
 節電やピークシフトにつながるというデータを収集で 
 き、こうしたデータを活用することにより、電力シス    
 テムに係る政策に活かしていきます。 
 

次世代エネルギー・社会システム実証事業費補助金 9０．０億円（８６．０億円） 

国 民間団体等 

補助 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

民間事業者等 

補助（2/3・定額） 

 スマートハウスにおける家庭の自動制御のイメージ 

優先順位１ 

エアコンの冷房温度
を上げる 

優先順位３ 

乾燥機など不用不
急の家電を動かす 

家庭内でエネル
ギーが余る 

家庭内でエネル
ギーが不足する 

優先順位１ 
給湯器でお湯をつくる 

優先順位２ 
自動車蓄電池から家庭に 

電気を供給 

優先順位２ 
電気自動車に充電（蓄電） 

優先順位４ 
系統への電力逆潮 

優先順位３ 
ネットワークから電気をもらう 

発電量＜消費量 

発電量＞消費量 

事業イメージ 

事業の概要・目的 

複数家庭、ビル、地域のエネルギーを 

総合的に管理 

家庭内のエネルギーを管
理。 

オン・デマンドシステムによる交通渋滞
の解消など交通システムの最適化 
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ＣＥＭＳとＢＥＭＳやＨＥＭＳ
を連携させ、電気料金を 
変動させる技術に対応し
た住民の電力消費反応を
検証 
（ディマンドリスポンス実証
） 

ディマンド 

リスポンスに 

よる地域全体の 

エネルギー管理 

地域でディマンドリスポンスを実
施するための、地域エネルギー
管理システム（ＣＥＭＳ）の設計・
開発 

１９億円 

2011 

ビルや家庭でのディマンドリス
ポンスによるエネルギー管理を
可能とするシステム 

（ＢＥＭＳ、ＨＥＭＳ）の設計、開
発 

スマートコミュニティ 

の自立化 

電気自動車（ＥＶ）の充放電管理システムの設計・開発・ 
実証、ＥＶの電力を家庭に戻すＶ２Ｈシステム開発 

①ピークを緩和させるため流通と連携。ピーク時間帯に 

販売形態を変える実証 

②混雑時にポイントを取り上げて交通緩和を促す 

③見守りサービス、セキュリティの実証 

５１億円 

７億円 

その他 

ＨＥＭＳと家電製品の通信規格（ＥＣＨＯＮＥＴ－Ｌｉｔｅ）の標準化、ＣＥＭＳとＨＥＭＳ、ＢＥＭＳの間の通信規格の標準化、 

蓄電池安全評価手法の標準化、車載用蓄電池の評価手法の標準化、 

複数蓄電池の統合制御のための標準化、蓄電池の系統連系容易化のための認証制度の整備、 

ディマンドリスポンス経済効果の調査等 

2012 2013 2014 

家電等を自動制御するシステム開発及び 

そのディマンドリスポンスの実証 

インセンティブ型ディマンドリスポンスの実証 

１６億円 ２１億円 

１０４億円 ９４億円 ８６億円 ９０億円 

６４億円 

商業ビルテナントなどへの電力消費反応の検証の拡大 

２４億円 ４５億円 

２５億円 １７億円 

２０億円 

は予算額（設備補助は３分の２の補助率） 億円 

スマートコミュニティ実証事業のスケジュール 



エネルギーキャリアとしての水素 
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出典：川崎重工業 

千代田化工建設 

川崎重工業 

●蓄電池同様に水素をエネルギー貯蔵のための媒体（エネルギーキャリア）として活用する 
 ための取組が進められている。 

脱水素反応 
 
 
 

水素化反応 
 
 
 

利用国へ 

液化水素輸送船 

ガス化・水素製造 

液化・積荷 

【ＳＰＥＲＡ水素】 
 水素をトルエンに結合させ、常温・ 
 常圧で液体化し、輸送・貯蔵。 
 ２０１３年４月から子安オフィス・ 
 リサーチパークにて実証プラントの 
 運用開始。 

【褐炭由来ＣＯ２フリー水素チェーン】 
 褐炭をガス化し、水素を製造。製造し 
 た水素を液化し、船で輸送。２０１７ 
 年から小規模のパイロットチェーン、 
 ２０２５年から実証チェーン運転開始 
 予定。 

+3H２ 

CH３ CH３ 

トルエン      MCH 
（メチルシクロヘキサン） 

+3H２ 

CH３ CH３ 

トルエン    MCH 
（メチルシクロヘキサン） 
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 ３．燃料電池自動車 

 ４．燃料電池の技術開発 

 ５．スマートコミュニティと水素 

 ６．まとめ  

  



水素エネルギー・燃料電池が目指す絵姿 

液体水素又は有機ハイ
ドライドにて、海外から安
価な水素を大量に調達 
 

余剰電力を活用し、水の電気分解に
より水素を製造、エネルギーの大量か
つ長期の貯蔵、運搬に貢献 

副産物としての副生水素
の有効活用 

石油から水素を製造 

＜ポイント＞ 
安価な水素調達！ 

＜ポイント＞ 
新たなエネルギーキャリア！ 

天然ガス導管（既存設備） 
水素パイプライン（将来） 

集合住宅 

戸建住宅 

水素充てん 

水素ステーション 

病院 業務用燃料電池 
（100kW級） 

家庭用燃料電池 
（エネファーム） 

製鉄所、化学工場等 

商業施設 

燃料電池・ガス 
タービン複合発電 
システム（250kW級） 

製油所 

家庭用燃料電池 
（エネファーム） 

＜ポイント＞ 
内燃機関自動車の
完全代替！ 

航続距離500㎞以上、燃料
充填時間約3分間を実現 
2015年に燃料電池自動車の
導入を開始 
 

＜ポイント＞ 
超高効率発電の実現！ 

高効率火力発電
システムに燃料電
池を組み込むこと
で発電効率65％
以上の超高効率
発電を実現 

水素パイプライン 

石油、天然ガスや再生可能エネルギーから製造した水素を燃
料電池で効率良く利用することによって、一次エネルギーの有
効活用とともに環境対策へ貢献 

＜ポイント＞ 
分散型電源の普及拡大！ 

豊富な褐炭から
水素を製造 

原油国で安価に
水素を製造 

水素 
パイプライン 

＜ポイント＞ 
災害時の非常用電源！ 

バス1台で体育館3日分
の電力供給能力 

昼夜・天候問わず発電が可能であ
るためベース電源として貢献 
エネファームは一般家庭における消
費電力の約40％を担う 

＜ポイント＞ 
海外の新規市場獲得！ 

市場が立ち上がっていない海外
に、いち早くエネファームを投入、
市場を獲得（2014年予定） 
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